













も拠点間の関係も複雑になっているので､ サプライチェーン (SC) をど
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ロフィット・プール分析 (Profit Pool Analysis)
財団法人企業活力研究所からの委託研究であるみずほ情報総研株式会社
『我が国製造業のバリューチェーンのあり方に関する調査研究』 (財団法人企
業活力研究所 2010) では､ バリューチェーン (価値連鎖) を構築するとき､
製品の短命化､ コモディティ製品における新興国企業の台頭､ サービス・ブ
ランド・環境対応といった付加価値の役割の増大等を考慮する必要があると
指摘している｡ 特に､ 新興国に関しては､ ｢従来のような生産拠点だけを新
興国に求める体制ではなく､ 現地での消費ニーズを考慮した体制の再構築を
検討することが極めて重要｣ (財団法人企業活力研究所 2010, 1 頁) と述べ
ている｡ そして､ 海外で通用するビジネスモデルは､ 市場を含めたサプライ
チェーン (SC) を実施するためのシステム構築､ 品質保証の充実､ リサイ
クルやアフターサービスの充実等が重要であり､ 国内拠点は新たな技術創出






チェーン分析に関する調査研究』 (経済産業省 2012) では､ バリューチェー
ンの特徴として､
① 製造業に関しては､ 製品企画､ 研究開発などの川上工程は国内を主体
とする｡ 川中工程にあたる部品生産､ 加工工程は海外で自社展開され
る｡ 川下工程にあたる営業・販売の海外化の程度も高い｡





③ 今後､ 製造業では上流工程は国内に留まるが､ 中流工程､ 下流工程は









考え､ それについての考察を行っている｡ 次に､ SC変革にはきめ細かな製
品の流れに沿った分析が必要であり､ そのためには､ 特に製品の収益性の正
確な計算と分析が重要と思われるので､ その点ついて詳細に考察している｡
というのは､ 本論で述べるように､ 外部報告のための原価計算であれば､ 詳
細な原価項目の分析ができないという問題があるからである｡ これは､ 複数
企業を経由して完成品が製造される場合の内部利益の控除の仕方が原因であ












ながると考えた (井上 2010)｡ 活動コストを下げるため､ 規模の経済､ 習熟
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クが事業パラダイムを決めてしまうと主張した (Christensen 1997)｡ すなわ
ち､ 収益やコスト構造を決めるのが業界ではなく､ 自社が埋め込まれている
価値ネットワークであるとした｡ A. M. ブランデンバーガー､ B. J. ネイルバ
フ両教授は､ 自社を中心に直接的関係のあるプレイヤーである供給業者と顧
客だけでなく､ それ以外の競争相手､ 補完的生産者も企業価値に影響を与え









設計思想である｡｣ (國領 2001, 26頁)と定義している｡ 近能善範､ 高井文子
の両教授は､ ｢ビジネスモデルとは､ 策定された戦略に基づいて製品を顧客
に提供し､ 事業として収益を上げるための､ 一連の業務の仕組みのことであ
る｡｣ (近能・高井 2012, 334頁) とし､ それは､ 製品を生み出しそれを顧客
にまで届ける一連の業務の仕組みであるビジネスシステムと､ 対価を確保す
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るための利益モデルから成り立っているとしている｡
また､ M. W. ジョンソン､ C. M. クリステンセン､ H. カガーマン教授は､
ビジネスモデルは互いに関係し合う､ ①顧客価値提案 (目標とすべき顧客を
選定し､ 提供する価値を明確にする)､ ②利益方程式 (儲けるやり方) と､
これらを達成するための､ ③重要な資源､ ④重要なプロセスの４つの要素か















⑤ サプライヤー､ 顧客､ 競争相手､ 補完的生産者を含む価値ネットワー
ク内での自社の位置を決定すること
⑥ 競合他社に勝つための競争戦略を確定すること
で示している (大前訳 2008, 77頁)｡ 既存の SCの変革を考える場合には､
③から⑥までのプロセスを､ また新製品や新サービスのための新規の SCを
考える場合には､ ①から⑥までのプロセスを考察対象にすればよい｡ その変























ビジネスモデルの考察には､ 前述したように､ サプライヤー､ 顧客､ 顧客
の顧客､ 競争相手､ 補完的生産者等を考慮する必要がある｡ 拡張方向は大き
く４つのタイプに整理でき (竹井・吉川 2009)､ その１つのタイプは川上・
垂直展開型である｡ このタイプは､ 原料の安定調達や原料のコスト競争力が
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していないときに有効である｡ また､ 川下に競争相手が少なく､ 寡占化が進
んでいないときに有効である｡











垂直方向への展開は SCの変革そのものである｡ 一般に､ 基本的性能の向上
をもたらす技術が重要なときは垂直展開型が有効であり､ 使いやすさ､ カス
タマイズ化が重要なときは､ 入れ替えが簡単であるモジュール化による水平




既存 SCであろうが新規 SCであろうが SCの変革を検討するとき､ 既存
の SC全体を通した現状分析から始めなければならない｡ トヨタ自動車株式
会社の鈴木武氏は､ SC全体の分析の必要性を､ ｢トヨタの親会社と子会社で
は､ ほとんどの会社が商流でつながっている｡ つながった両者間で､ 双方が
個別の利益最大化を目指すと､ 価格をめぐって対立が生じる｡ それを解消す
るには事業をスルーでみるとか､ 親会社､ 子会社一体で全体最適を見ること








予測情報である (浜田 2010；藤野 2007)｡ 製品情報が重要である理由は､
グローバルに展開する製造業では､ 海外にいくつもの製造拠点､ 販売拠点が
















合には､ 序論で述べた報告書にも示されているように､ 製品開発､ 生産､ 販
売を現地に任せる経営が必要になる｡ このような場合にも､ 有効な SC変革
には､ 新興国において製品ごとのきめ細かい情報が必要になる｡
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3.2 グローバル SC変革のための情報の課題
前節で SC変革のためには情報､ 特に製品別の情報が必要であることを述







した分析がなされていない場合も多い｡ 新製品､ 新サービスをもとに､ 新規









既存の SC変革の場合にも新規 SC変革の場合にも､ SC全体の原価費目ごと
の情報が重要になる｡
３つ目は､ 近年､ 製品のライフサイクルが短くなり陳腐化リスクが高くなっ
ていることに関係している｡ そのため､ SCの変革には､ 拠点ごとに部品や
製品の在庫高を迅速に把握し､ グループ間で融通し合うことができるように
することも必要である｡ また､ 需給調整や販売促進策などへの素早い対応を
可能にすることが必要である｡ それ故､ 在庫情報､ 需給調整状況の情報が重
要である｡
４つ目は､ 為替変動､ 税率変更が製品の収益性に大きく影響し､ その予測
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に時間がかかりすぎているので､ 十分な検討や対応策が素早くとれていない









なる｡ グローバル企業の場合､ 購入品の単価は､ 為替相場､ 原料相場の影響
を大きく受け､ どの時点で為替換算を行うかによっても原価に大きな差が出
たり､ またグループ企業から購入する場合には､ 政策的な価格が用いられた
りもするので､ この点での統一も重要になる (倉林・金子・小山田 2014)｡




















えば､ 混流生産を行っている場合､ 労務費､ 設備に関する費用も製品ごとに





















け加えたり､ 基本的な構造も異なっている｡ 例えば､ 製品企画部品表､ 設計
部品表､ 購買部品表､ 製造部品表､ 原価部品表等の目的別部品表に分かれて
いる｡ 部品表のタイプには､ 最終製品を１個製造するために必要なすべての
部品を階層なしで表現するサマリー型と､ 親子関係で表現するストラクチャー









特に指摘されるようになった (戸沢・四倉 2006)｡ また目的別部品表に分か
れていることが､ データ不整合のもとにもなるからである｡ 全体最適のため
には統合化した部品表が必要であり､ 部品表の一元管理が必要である｡







トヨタは､ 部品メーカー名､ 品質､ 価格､ 適用車種等の必要条件を盛り込
んだ250桁の品番を全世界で共通化した統合化部品表を構築している (日経
産業新聞 2003年６月13日)｡ そして､ 27か国・地域にある60拠点の開発・生
産情報を１つに取りまとめ､ 情報を共有化している｡ 各国で異なっている部
品表を統一すれば､ 国境を越えて最適な部品調達が可能になると考えたから






























た部品表とは､ 製品の製造過程で消費された原価を､ その流れに従って (部
品表を積み上げて)､ 内部利益を含まないで費目ごとに集計した部品表のこ






際製造原価で求められる｡ ただこの､ 実際製造原価は､ 前もって単位原価を
計算しておくことになるので､ 製造過程における実際の価格､ 賃率､ 消費量､
作業時間､ 稼働率を反映していないことになる｡ そのため財務報告で必要に
なる数字と異なることになる｡ グループ統合された部品表を用いれば､ 連結









ることは比較的簡単であるが､ 海外企業ではなかなか困難である｡ 特に､ 新
興国を含めて統一するということになるとより困難である｡ それ故､ あまり
に複雑な処理基準を設定しないで､ 実行可能性､ 精度､ スピードのバランス
を考えて決めることが必要である｡ 新興国等の海外拠点は詳細さのレベルを
段階的に上げたり､ 簡易的なツールでの対応も考えることも必要である｡








すれば最も有利か判断しやすくなる｡ SCの改革を検討する場合､ 現行の SC
の改善と同時に､ 常に新しい製品やサービスの提供の可能性を考慮に入れて
おくことが重要である｡
このようなタイプの原価計算は､ ソフト会社､ コンサルティング会社､ 研
究所等でも研究されており､ そのソフトも開発されている｡ 株式会社 NTT
データと株式会社ディーバは､ グローバル事業展開する企業グループに対し､
これまでの受払実績を用いた方式に加えて､ グローバル BOMを用いて､ 製
品や地域の製造拠点における原価を用いて､ 製品別利益を可視化する機能群




































択､ 競争力のある価格決定､ 資源の最適配置､ SC全体の立場から､ 全体最
適な判断・施策の立案が可能になると思われる｡ さらに､ 各種条件の変化に
よる SCへの波及効果の把握､ 材料単価や為替変動シミュレーションによる
損益への影響の把握､ タイムリーな施策の決定､ 新規 SCの展開方向の決定
が可能になると思われる｡
マツダは､ 2001年度の赤字計上以降､ 業績が回復していく中で成長を将来
的に続けていくために､ 経営の仕組みの改革 (MPI : Management Process









報を Webで見られるようにして､ 情報の共有を可能にした｡ この車種別の
利益の計算には､ グループ統合された部品表を用いた原価計算方法を採用し
た｡ そして､ ３軸で差異分析を実施したり､ ３軸管理システムにシミュレー
ション機能を導入し､ 既存 SCの変革､ 新規 SCの展開方向の分析を可能に
した｡
ただ､ 注意すべき点がある｡ 本社が統一通貨 (日本であれば円) で利益を
算定することは､ SCの変革においてもちろん最も重要なことであるが､ 各
国拠点では､ 現地通貨ベースで原価､ 利益を算定することが必要である｡ と
いうのは､ 現地通貨ベースで算定しないと､ 為替変動により業績が歪められ
てしまい､ 努力により削減した原価､ 努力により獲得した利益がわからなく
なってしまうからである｡ 前述した株式会社 NTTデータ､ 株式会社ディー
バや､ 東洋ビジネスエンジニアリング株式会社､ 株式会社日立ソリューショ




















ただ､ わが国製造業は､ 序論でも述べたように､ 必ずしもこのようになっ
ていないで､ 自動車業界では､ 製造､ 販売を頂点に､ 上流段階､ 下流段階の
収益性が低くなる逆スマイルカーブと呼ばれる状態になっているともいわれ















O. ガディシュ､ J. L. ギルバート両教授は､ プロフィット・プール推計の
プロセスを次のように説明している (Gadiesh and Gilbert 1998)｡
① 自社事業のバリューチェーン・アクティビティを定義し､ プロフィッ















ところが出てくる｡｣ (玉田・櫻井訳 2013) と述べ､ この法則を､ ｢魅力的利
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述べたような製品軸､ 生産拠点軸､ 市場軸の３軸を関係づける管理と､ それ
を可能にする情報システムが整備されなければならない｡
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本稿では､ 部品表は正確な原価を計算するためには､ 不可欠のものと考え
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